
別紙 

東京ゼロエミ住宅 制度改正内容について 

 

1. 水準の見直し【新指針第３ ２（１）】 

 現行指針の水準 1~3 を見直し、水準 C~Aに再編する。 

 水準 Cは水準 1・２を統合、水準 Bは水準 3 の基準、水準 Aは水準 3 を上回る環境性能とする。 

 集合住宅の BEIZEに係る木造と非木造の基準を統一する。 

 

2. 再エネ利用設備（太陽光発電設備等）の設置の要件化【新指針第３ ２（２）】 

 再生可能エネルギー利用設備の設置を、認証にあたっての要件とする。 

 要件を満たす再エネ設備は、太陽光発電設備並びに太陽熱利用、地中熱利用設備とする。 

 屋根面積が狭小である等、物理的に太陽光発電設備の設置が困難な住宅については、設置を要件化しない。 

 屋根面積の基準については、建築物環境報告書制度における除外規定を準用する（最も大きい屋根の水平投影面積が 20㎡未満かつ

2 番目に大きい屋根が 10 ㎡未満）。 

 

3. 仕様規定の見直し【新指針第３ ２（１）ア（ア）(i) 及び同（イ）(i)】 

 水準 Cへの適合を簡易的に確認できる仕様規定を設ける。なお、水準 A及び Bは性能規定のみとする。 
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 断熱性能に関する仕様規定は国の誘導仕様基準を準用する。 

 設備の省エネルギー性能に関する仕様規定は、戸建住宅のみを対象とし、国の誘導仕様基準を一部準用する（別表１）。 

 水準 Cにおいて、断熱性能は仕様規定（誘導仕様基準）にて評価し、設備の省エネルギー性能は性能規定にて評価することを可能とする（い

わゆるたすき掛け）。 

 その場合、技術情報（住宅）に定められた方法により断熱性能を評価し、省エネ計算を行う。 

 

4. 性能規定内の仕様基準の見直し【新指針第３ ２（１）ア（ア）(ii) 及び同（イ）(ii)】 

 性能規定における仕様の基準を見直し、照明設備及び冷暖房設備についての基準のみとする。 

 現行指針で規定されている窓・ドア・給湯設備の要件は廃止する。 

 LED は、仕様規定の要件と同一とする。 

 冷暖房設備は、仕様規定の要件に加え、ダクト式セントラル空調を選択可とする。 

 

5. 集合住宅の認証単位の変更（住戸単位認証）【新指針第３ ２（１）】 

 全ての住戸において達成された水準を、集合住宅 1 棟の水準として住棟単位で認証するという現行指針の規定を見直し、全ての住戸が水準

C以上を達成することを条件として、住戸単位で水準の認証を行う。 

 

6. 住宅の耐震性【新指針第４】 

 令和７年４月に壁量等の基準が改正・施行されるまでの間、建築物の構造安全性の確保を建築主に促すため、国が公表した「木造建築物にお

ける省エネ化等による建築物の重量化に対応するための必要な壁量等の基準（案）の概要（令和５年 12月時点）」を踏まえ、構造安全性を確

認することを努力義務とする。 

 

7. その他（文言整理等、軽微な変更、附則の追加） 

 

【施行日】 

 令和６年 10 月１日。ただし、「６ 住宅の耐震性」については、令和６年４月１日とする。 
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別表１ 設備の省エネルギー性能に関する仕様規定 

※住戸全体を暖冷房する場合の規定（ダクトセントラル空調）は設けない 

種類 要件（誘導仕様基準と異なる箇所を赤字で、現行の東京ゼロエミ住宅の仕様基準と異なる箇所を太字・下線で記載） 

照明設備 全館 LED かつ 玄関等のうち１箇所以上に人感センサー付き LED を設置 

暖房設備
※

 主たる居室について、次のイ又はロのいずれかに該当するものを使用し、 

かつ当該単位住戸において電気ヒーター暖房器又は電気蓄熱暖房器を使用しないこと。 

イ 温水暖房用パネルラジエーター（エコジョーズ等を熱源とし、かつ配管に断熱被覆があるもの） 

ロ ルームエアコンディショナー（エネルギー消費効率の区分が（い）のもの） 

冷房設備
※

 主たる居室について、ルームエアコンディショナー（エネルギー消費効率の区分が（い）のもの）を使用すること。 

給湯設備（廃熱利用

設備及び浴槽を含

む。） 

以下のいずれかの給湯設備で、ヘッダー方式、高断熱浴槽の省エネ対策をしているもの 

 石油潜熱回収型給湯機【エコフィール】 モード熱効率 84.9%以上 

 ガス潜熱回収型給湯機【エコジョーズ】 モード熱効率 86.6%以上 

 電気ヒートポンプ給湯機【エコキュート】 JIS 効率 3.3 以上（貯湯缶が多缶の場合は 3.0 以上） 

 ヒートポンプ・ガス瞬間式併用給湯器 WEB プログラム選択可能機種 

 コージェネレーション設備 WEB プログラム選択可能機種、かつ、停電時自立運転機能付 

節湯水栓 以下の水栓の種類に応じた機構を有していること 

 浴室シャワー水栓 手元止水機構及び小流量吐水機構 

 台所水栓及び洗面水栓 水優先吐水機構 

換気設備 熱交換型換気設備を採用しない場合、以下のいずれかの設備機器であること 。 

 ダクト式第一種換気設備で、ダクト内径が 75mm 以上で、 かつ DC モーター（直流）のもの 

 ダクト式第二種 又は 第三種換気設備で、ダクト内径が 75mm 以上のもの 

 壁付け式第二種 又は 第三種換気設備のもの 

熱交換型換気設備を採用する場合、以下の全ての仕様に該当すること。 

 ダクト式第一種換気設備で、ダクト内径が 75mm 以上、 有効換気量率 が 0.8 以上で、かつ DC モーターのもの 

 温度交換効率 が 70% 以上のもの 


